
 

 

 

都市づくり推進制度の概要 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

【公共施設（駅前広場）の活用について】 

「板橋区都市づくりビジョン」に基づき、多様な主体との協働による都市づくりを推進するため、都市づくりの基本理念を定め、都市づくりに関する必要な制度を制定する。 

支援 支援 支援 

・まちづくり協議会の発足支援、

都市づくりの方向性 

（区民と職員によるワークショップ） 

・合意形成の支援 

 （コンサルタント派遣） 

・都市づくりの情報提供 

・協議会同士の連携等 

・合意形成の支援 

 （コンサルタント派遣） 

・都市計画素案作成の支援 

・都市づくりの情報提供 

・協議会同士の連携等 

・開発事業者への協議周知 

・地区ガイドライン等の周知 

・都市づくりの情報提供 

・協議会同士の連携等 

育 成 

【制度①】大規模土地権利取得予定の届出（5,000 ㎡以上の土地等／3 カ月前まで） 

売主 

【制度①】大規模土地取引行為等の届出（2,000 ㎡以上の土地／６カ月前まで） 

板
橋
区 

・土地利用が変更される情報を早期に取得することで政策的な対応を図る 

 〔対応例：工場のマッチング、学区域の調整 等〕 

・都市づくりビジョンの位置づけ等を相互に確認し、良好な開発事業の誘導を図る 売買契約 

買主 

・まちづくり協議会や周辺工場等への協議を誘導し、近隣トラブルを抑制する 

・大規模敷地活用リストを用い、良好な開発事業の誘導を図る 

■制度検討の目的 

方向性Ⅰ：区民発意による都市づくりの促進に係る制度 

◆推進方策① 地域住民の「まちづくり協議会」が活躍できる制度の策定 

まちづくり協議会 

の活動の段階 

方向性Ⅱ：大規模土地取引行為等の届出に係る制度 

方向性Ⅲ：民間主体によるにぎわい創出の促進に係る制度 

◇条例による制度化② まちづくり協議会から地区計画などの申出・提案に係る手続きの整序化 

◇条例による制度化① 地区計画制度の活用を目指すまちづくり協議会の段階分け及び支援の対応 等 

区民等 

都市づくりに
関する要望等 

（仮）

推進条例 

要望内容に合った制度を紹介 

・まちづくり協議会の発足支援 

・地区計画の申出制度の活用 等 

 

統合により廃止 

・板橋区地区計画等の案の作成手続に関する条例 

・板橋区建築協定条例 

・  

区民発意に関連する部分を移行 

・板橋区景観条例 
区民発意の都市づくりを一つの制度で受止める 

◇条例による制度化⑤ 都市づくりに係る条例等の統廃合に関すること 

◆推進方策② 地域住民から区に対して地区計画などの発案ができる制度の策定 

◇要綱による 

制度化③ 

まちづくり協議会

への支援 

地区のルールの検討 継続的な活動 

地区ガイドライン 

まちづくり憲章 

まちづくりの方向性 
の具体化 

建物制限に関する 
内容のルール化 

登録の提案 

◇条例による制度化④ 都市づくりのルール（地区ガイドライン・まちづくり憲章）の登録 

【制度化④】 

都市づくりのルールを区民・事業者・

行政により共有することで、地区計画制

度に向けた機運の醸成が可能 
 
※地区計画の申出制度から移行する場

合は、登録の提案手続きを一部簡略化 

◆推進方策① 土地所有者等から土地利用転換に関する情報収集ができる制度の策定 

 

◆推進方策② 土地所有者等に対して、区が当該土地利用転換に係る要望や指導ができる制度の策定 

 

◇条例による制度化① 大規模土地取引等に対する、土地所有者からの事前届出及び事務処理に関すること 

◇条例による制度化② 土地利用転換に係る土地所有者との協議機会の確保 

◇条例による制度化③ 近接する工場や作業所等の操業環境への配慮した取組み 

【制度②】 

による要望 

【制度②、③】に 

よる要望・指導 

◇要綱による制度化③ 公開空地等を活用するための一時占用基準 

◇要綱による制度化④ にぎわい創出活動を行う団体の登録 

◇要綱による制度化⑤ 国の制度（都市再生特別措置法）に基づく、都市再生推進法人の指定基準の制定 

【公開空地】は「日常一般に

公開」が前提であることか

ら、原則、特定の者による占

用及び使用不可 

【制度③】 

区決定により設けた公開

空地については、一時使用

基準を定めることで利用可

能 

・にぎわい創出活動に限定 

・活動計画書の審査 

・活動報告のチェック 

【制度④】 

にぎわいの創出活動を行

う推進主体を登録し、推進

主体が活動エリア内のとり

まとめ・調整を実施 

【公開空地の活用について】 

道路（駅前広場）の占用は、道路占用許可（

道路管理者）、道路使用許可（警察）が必要で

あり、原則、収入を得るような常時占用物の設

置は認められていない。 
都市再生特別措置法 

の活用 
【都市再生整備計画】 

区市町村が策定 

・占用許可の特例を位置付けが可能 

 ⇒公共施設の活用が可能 

 
【都市再生推進法人】 

区市町村は都市再生推進法人を指定 

・都市づくりを担う法人として、公的位置づけ

を付与 

・都市再生整備計画の作成の提案が可能 

・国からの財源支援（社会実験・協議会運営） 

【制度⑤】 

・都市再生推進法人の指定基準 

・都市再生推進法人の指定手続き 

公開空地 

公開空地と駅前広場の一体的な利用 

◆推進方策 公開空地等を活用し、民間が主体となって地域の魅力を向上させ、にぎわいを創出

するための活動を促進する仕組み（規制緩和）の制度化 

 
◇条例による理念の明示① 民間が主体となったにぎわいの創出活動を促進する理念を明示 

◇条例施行規則による明示② 公開空地等の一時的な占用、国の制度（都市再生特別措置法）を活用した、公

開空地等と公共施設（道路、公園等）の一体的な活用の推進 

届出 

・まちづくり協議会の育成 

・登録に向けた合意形成 

・活動目標の明確化 

登録 

・

承認 

・地区内開発に対する協議・申

入れ先となるまちづくり協

議会の明確化 

３段階の 

位置付け 

申出・提案 運用 

地区計画 

景観計画 

地区ガイドライン 

まちづくり憲章 

ル

ー

ル 

別 添３ 


